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　第１　柏崎市水道事業報告書
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１　概　況

（１）総括事項

　水道事業の経営環境は、節水型社会、人口減尐の進展など厳しい状態が続いており、天候に左

右される事業の特殊性もあり、有収水量の減尐傾向に歯止めがかからない状況にある。

　また、今後も老朽施設等の維持管理経費や更新需要の増大が見込まれることから、依然として

厳しい状況にある。

　今年度の有収水量は、工業用で対前年度比２.３％の増加となったものの、家庭用が１.３％、

営業用が２.７％、官公用その他では１.６％の減尐となり、全体では１.１％の減尐となった。

　水道施設においては、赤坂山浄水場管理本館耐震補強工事が完了した。また、高度浄水処理施

設建設工事も完了し、夏場に冷たくおいしい水を給水する準備が整った。さらに、川内浄水場の

電気計装設備改良工事に着手するなど、老朽化が懸念される施設の更新を図り、浄水・配水能力

の安定・向上を図った。

　管路施設では、老朽のビニール管や鋳鉄管の更新・耐震化を図るとともに、漏水調査等維持管

理に努めた結果、上水道地区では有収水量率の向上につながった。一方で、簡易水道地区は依然

として低い状況にあり、当該地区の漏水調査等を引き続き実施し、有収水量率向上に努める。

　経営状況については、建設改良費の減尐に伴い除却資産が減尐し固定資産除却費が減尐したこ

と、企業債残高の減尐に伴う支払利息の減尐などにより、昨年度を上回る２５８，６５４千円の

純利益を計上することができた。

　なお、今年度は、平成２９～３８年度の１０年間を計画期間とする柏崎市公営企業中期経営計

画２０１７を策定した。今後はこの中期経営計画に基づき、管路の耐震化、施設の更新等の事業

を積極的に推進していく。

　また、簡易水道事業は平成２９年３月３１日をもって事業廃止し、４月１日から水道事業に統

合することとした。

　今後も経費削減を始めとした一層の経営努力を重ねるとともに、効率的かつ効果的な事業運営

を図りながら、清浄にして豊富かつ低廉で安定した給水、お客さまへの更なるサービスの向上に

努めていく。

最近５か年間における需要の推移は、次のとおりである。

年　　度  平成

有 収 水 量（千ｍ３）

指                    数

給 水 戸 数 （戸）

指                    数

有 収 水 量（千ｍ３）

指                    数

給 水 戸 数 （戸）

指                    数

有 収 水 量（千ｍ３）

指                    数

給 水 戸 数 （戸）

指                    数

   区　　分

上
水
道

簡
易
水
道

合
　
計
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（２）議会議決等事項

提 出 議 決
議案番号

年 月 日 年 月 日
平成

報第6号 平成２７年度水道事業会計継続費繰越計算書 －

平成
報第9号 平成２７年度水道事業会計予算繰越計算書 －

平成
報第21号 平成２７年度水道事業会計に係る資金不足比率報告書 －

平成 平成
議第88号 平成２８年度水道事業会計補正予算（第２号）

平成 平成
議第97号 平成２７年度水道事業会計未処分利益剰余金の処分について

平成 平成
承第2号 決算の認定について（平成２７年度水道事業会計）

平成 平成
議第106号 平成２８年度水道事業会計補正予算（第３号）

平成 平成
議第4号 平成２８年度水道事業会計補正予算（第４号）

平成 平成
議第22号 平成２９年度水道事業会計予算

平成 平成
議第29号 簡易水道事業の廃止に伴う関係条例の整理に関する条例の制定について

（３）行政官庁認可事項

申　　　請 許　認　可
申請先

年　月　日 年　月　日
平成 平成28年度上水道事業費充当起債同意 平成

新潟県知事
（新潟県市町村第2003号､ 1,114,000千円）

平成 平成28年度簡易水道事業費充当起債同意 平成
新潟県知事

（新潟県市町村第2003号､　　 7,600千円）
平成 平成28年度上水道事業費充当起債同意 平成

新潟県知事
（新潟県市町村第2003号の2､ 13,700千円）

平成 平成28年度簡易水道事業費充当起債同意 平成
新潟県知事

（新潟県市町村第2003号の2､ 13,400千円）

（４）職員に関する事項

人 人 人 人 人

件　　　　　　　名

件　　　　　　　名

区　　分 施設課 浄水課

比較増減

計

平成27年度末

平成28年度末

お客さまサービス課経営企画課

－4－
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工　事　内　容

１　既設地区拡張工事 円

ｍ

ｍ

50～75 ｍ

～ ｍ

計

２　既設地区改良工事

100～200mm ｍ

100～150mm ｍ

式

ｍ

ｍ

ｍ

ｍ

ｍ

式

ｍ

式

40～75mm ｍ

20～50mm ｍ

基

式

式

式

式

式

３　固定資産購入

台

台

台

台

㎡

台

台

式

13～50mm 個

給 水 管

２　工事及び設備

イオンクロマトグラフ－ポストカラム装置

赤 坂 町 ・ 常 盤 台 地 内

中 田 地 内

配 水 補 助 管

常 盤 台 ・ 関 町 地 内

赤坂山浄水場管理本館耐震補強工事

一

消 火 栓 新 設

一

一

半 田 三 丁 目 地 内

配 水 補 助 管

備　考本年度工事費本年度施工量

松 美 二 丁 目 地 内

給 水 管

桜 木 町 地 内

柳 橋 町 地 内

高 柳 町 岡 田 地 内

一

加 納 ・ 善 根 地 内

刈 羽 村 割 町 新 田 地 内

新 赤 坂 一 丁 目 地 内

松 波 二 丁 目 地 内

合　　　　　　　　計

高 柳 町 門 出 地 内

計

配 水 設 備

量 水 器

一

一

浄 水 設 備

計

固 相 抽 出 用 加 圧 送 液 装 置

還 元 気 化 水 銀 測 定 装 置

デ ー タ ロ ガ ー

管 内 チ ェ ッ ク ド リ ル

鏡町庁舎電話交換機・多機能電話機

て ま り 団 地 配 水 池 用 地

高 度 浄 水 処 理 施 設 建 設 工 事

一

全 有 機 炭 素 定 量 装 置

簡 易 水 道 設 備 一

－5－
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３　業　務

（１） 業  務  量

増　減 比　率

％
１ （人） △ 958

２ （戸）

上
３ （個）

４ （ｍ
３
） △ 255,654

水
５ （ｍ

３
） △ 1,904

６ （ｍ
３
） △ 603

道
７ （ｍ

３
） △ 116,935

８ （ｍ
３
） △ 233

９ （％）

１ （人） △ 87

簡
２ （戸） △ 20

３ （個） △ 22

易
４ （ｍ

３
） △ 8,777

５ （ｍ
３
） △ 47

水
６ （ｍ

３
） △ 22

７ （ｍ
３
） △ 11,701

道
８ （ｍ

３
） △ 31

９ （％） △ 1.8

１ （人） △ 1,045

２ （戸）

合
３ （個）

４ （ｍ
３
） △ 264,431

５ （ｍ
３
） ― ― ― ―

６ （ｍ
３
） △ 625

計
７ （ｍ

３
） △ 128,636

８ （ｍ
３
） △ 263

９ （％）

年 度 末 給 水 人 口

比　　較

一 日 平 均 配 水 量

平成28年度 平成27年度事　　　　　　項

有 収 水 量 率

年 間 有 収 水 量

一 日 平 均 有 収 水 量

一 日 平 均 配 水 量

年 間 有 収 水 量

年 度 末 給 水 人 口

年 間 配 水 量

年度末メーター取付数

年 度 末 給 水 戸 数

一 日 平 均 有 収 水 量

有 収 水 量 率

年 度 末 給 水 戸 数

年度末メーター取付数

一 日 最 大 配 水 量

一 日 最 大 配 水 量

年 間 配 水 量

年 間 有 収 水 量

一 日 平 均 有 収 水 量

有 収 水 量 率

年 度 末 給 水 人 口

年 度 末 給 水 戸 数

年度末メーター取付数

年 間 配 水 量

一 日 最 大 配 水 量

一 日 平 均 配 水 量

－6－
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（２）事業収入に関する事項

増　減 比　率

円 円 円 ％

△ 19,439,281

給 水 収 益
△ 19,439,281

営 業 雑 収 益

受 注 工 事 収 益

そ の 他
営 業 雑 収 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息
△ 76,301

補 助 金

長期前受金戻入
△ 9,159,494

雑 収 益

特 別 利 益
△ 332,640 皆減

固定資産売却益
－

過 年 度 損 益
修 正 益 △ 332,640 皆減

その他特別利益
－

計

営 業 収 益
△ 2,265,878

給 水 収 益
△ 2,265,878

営 業 雑 収 益
△ 1,089,437

受 注 工 事 収 益
△ 29,557

そ の 他
営 業 雑 収 益 △ 1,059,880

営 業 外 収 益
△ 5,773,762

補 助 金
△ 11,612,000

長期前受金戻入

雑 収 益

特 別 利 益
－

過 年 度 損 益
修 正 益 －

計
△ 9,129,077

合　　　　　計
△ 7,277,585

簡
　
　
　
易
　
　
　
水
　
　
　
道

比　較
科　　　　目

営 業 収 益

平成28年度 平成27年度

上
　
　
　
　
　
　
　
水
　
　
　
　
　
　
　
道

－7－
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（３）事業費に関する事項

増　減 比　率

円 円 円 ％
△ 64,266,143

原水及び浄水費 △ 7,862,513

配水及び給水費 △ 23,909,224

総 係 費 △ 32,494,406

営 業 雑 費 用 △ 140,867

受 注 工 事 費 △ 140,867

その他営業雑費 －

営 業 外 費 用 △ 17,338,343
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費 △ 18,216,607

雑 支 出

特 別 損 失 △ 926,217
固 定 資 産
売 却 損 －
過 年 度 損 益
修 正 損 △ 926,217

予 備 費 －

予 備 費 －

計 △ 82,671,570

営 業 費 用 △ 5,457,588

給 水 管 理 費 △ 5,457,588

営 業 雑 費 用

受 注 工 事 費

営 業 外 費 用 △ 1,013,515
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費 △ 1,017,373

雑 支 出

特 別 損 失 △ 519,787
過 年 度 損 益
修 正 損 △ 519,787

予 備 費 －

予 備 費 －

計 △ 6,932,090

合　　　　　計 △ 89,603,660

（４）その他主要な事項
該当事項なし

簡
　
　
　
易
　
　
　
水
　
　
　
道

比　較

営 業 費 用

科　　　　目 平成28年度 平成27年度

上
　
　
　
　
　
水
　
　
　
　
　
道

－8－
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４　会　計
　（１）重要契約の要旨 （契約金額　10,000千円以上）

契約年月日 契約金額 契　　約　　の　　内　　容 契約の相手方

平成 円

ガス水道故障修繕工事等業務委託 柏崎管工事業協同組合

赤坂山浄水場ほか計装制御システム保守点検業務委託 東芝電機サービス㈱新潟支店

米山町・上輪地内水道管改良工事 ㈱植木組柏崎支店

比角一丁目・小倉町・東本町三丁目地内ガス水道管改良工事 ㈱植木組柏崎支店

柳橋町地内ガス水道管改良工事 ㈱アスカ

半田三丁目地内ガス水道管負担拡張工事 ㈱アスカ

加納・善根地内ガス中低圧管水道管改良工事 日新設備工業㈱

川内浄水場電気計装設備改良工事 ㈱村田電氣商会

５・６拡配水池耐震化及び洗浄システム改良詳細設計業務委託 ㈱中央設計技術研究所新潟事務所

赤坂山浄水場脱水機修繕工事 月島機械㈱

桜木町地内ガス水道管移設工事 ㈱アスカ

原町・橋場町地内電気防食設備入替工事 ㈱植木組柏崎支店

高柳町岡田地内水道管及び減圧弁改良工事 アサヒ設備㈱

松波二丁目地内水道管改良工事 ㈱アスカ

宮場町・槇原町・西山町坂田地内ほか７箇所消火栓新設工事 ㈲日管工業

赤坂山浄水場水管橋改良工事 ㈱植木組柏崎支店

イオンクロマトグラフ－ポストカラム装置及び全有機炭素定量装置
購入 島津サイエンス東日本㈱上越支店

鯨波地内（８号前川橋）ガス水管橋改良工事 ㈲日管工業
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（２）企業債及び一時借入金の概況

　ア　企　業　債

円 円 円 円 円 円

　イ　一　時　借　入　金

　　該当事項なし

（３）その他会計経理に関する重要事項

　　　他会計補助金等の使途の特定について
　ア　他会計補助金

　　収益的収入 （単位：円）

水源開発繰入金(ダム建設企業債償還利子補助)

災害復旧債繰入金(災害復旧債償還利子補助)

簡易水道建設改良繰入金(企業債償還利子補助)

簡易水道統合推進経費繰入金

企業職員に係る児童手当繰入金

刈羽村給水に係る繰入金

合                  計

　　資本的収入 （単位：円）

高度浄水処理施設建設工事補助金

災害復旧債繰入金(災害復旧債元金補助)

合                  計

　イ　国庫補助金 （単位：円）

生活基盤施設耐震化等交付金

合                  計

　ウ　他会計負担金

　　収益的収入 （単位：円）

上水道消火栓維持管理費

合                  計

　　資本的収入 （単位：円）

電話交換機負担金

合                  計

備考

工事請負費

使  途

計
備考

備考

不課税収入

不課税収入

収　入　区　分 使  途
不課税収入

特定収入

固定資産購入費

収　入　区　分 使  途
不課税収入

補助を受けた目的
特定収入以外 計

特定収入以外

計

修繕費

特定収入 特定収入以外 計

通勤手当は除く

備考
特定収入以外

不課税収入

特定収入以外 計

特定収入
使  途

簡易水道財政補助(赤字補塡） 給料・手当等

手当等

修繕費等

補助を受けた目的

補助を受けた目的

統合水道繰入金(簡易水道編入企業債償還利子補助)

使  途

支払利息

修繕費等

支払利息

支払利息

委託料

支払利息

うち起債前借

計 財務省
市中銀行以外の

金融機関

備考

区　分
企　業　債

財務省
地方公共団体

金融機構
市中銀行

前年度末残高

本年度借入高

本年度償還高

本年度末残高

消火栓新設改良補償費

工事請負費

給料

工事請負費

特定収入

企業債償還金

特定収入
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　エ　その他雑収益 （単位：円）

不課税収入

特定収入 特定収入以外 計

修繕費

給料

上水道原子力立地給付金 動力費・光熱費

刈羽村給水水道情報提供手数料 委託費

油田簡易水道赤字補塡 動力費・修繕費等

簡易水道原子力立地給付金 動力費・光熱費

消費税及び地方消費税還付加算金 給料

合                             計

　オ　工事負担金 （単位：円）

不課税収入

特定収入 特定収入以外 計

工事請負費

給料

合                             計

　カ　出資金 （単位：円）

不課税収入

特定収入 特定収入以外 計

災害復旧債繰入金（災害復旧債元金） 企業債償還金

統合水道繰入金（簡易水道編入企業債償還元金） 企業債償還金

水源開発繰入金（ダム建設企業債償還元金） 企業債償還金

簡易水道建設改良繰入金（企業債償還元金） 企業債償還金

　　　　　　　　　合                             計

（単位：円）

不課税収入

特定収入 特定収入以外 計

収益的収入

資本的収入

                  合                             計

　　 該当事項なし

　　 該当事項なし

　　 該当事項なし

合　　　計

上水道配水管移設補償費

収  入  区  分 使    途

配水管等移設補償費

収  入  区  分 使    途

収  入  区  分 使    途

５　附　帯　事　項

６　そ　の　他

（１）決算日後に生じた企業の状況に関する重要な事実

（２）そ　の　他

備考

備考

備考

備考
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第２　柏崎市水道事業会計決算
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第２　柏崎市水道事業会計決算
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１  平成２８年度柏崎市水道事業決算報告書

（１）収益的収入及び支出

　収　　　入

予　　　　　算　　　　　額

区　　　分

当初予算額 補正予算額 合　　　計

円 円 円 円

△2,148,000

営 業 収 益

営 業 雑 収 益

営 業 外 収 益 △2,148,000

特 別 利 益

△6,301,000

営 業 収 益

営 業 雑 収 益

営 業 外 収 益 △6,301,000

特 別 利 益

△8,449,000

第１款

第１項

第２項

第３項

地方公営企業法
第２４条第３項
の規定による支
出額に係る財源
充 当 額

収　 入　 合　 計

第１項

第２項

第３項

第４項

第４項

上 水 道 事 業 収 益

第２款 簡易水道事業収益
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１  平成２８年度柏崎市水道事業決算報告書

（１）収益的収入及び支出

　収　　　入

予　　　　　算　　　　　額

区　　　分

当初予算額 補正予算額 合　　　計

円 円 円 円

△2,148,000

営 業 収 益

営 業 雑 収 益

営 業 外 収 益 △2,148,000

特 別 利 益

△6,301,000

営 業 収 益

営 業 雑 収 益

営 業 外 収 益 △6,301,000

特 別 利 益

△8,449,000

第１款

第１項

第２項

第３項

地方公営企業法
第２４条第３項
の規定による支
出額に係る財源
充 当 額

収　 入　 合　 計

第１項

第２項

第３項

第４項

第４項

上 水 道 事 業 収 益

第２款 簡易水道事業収益

－14－

決　算　額 予算額に比べ 備　　　　　　考

決算額の増減

円 円 円

　（うち、仮受消費税 ）

　（うち、仮受消費税 ）

　（うち、仮受消費税 ）

　（うち、仮受消費税 ）

△ 12,000 　（うち、仮受消費税 ）

△ 12,653,484 　（うち、仮受消費税 ）

△ 2,859,431 　（うち、仮受消費税 ）

△ 3,160,809 　（うち、仮受消費税 ）

△ 6,623,244 　（うち、仮受消費税 ）

△ 10,000 　（うち、仮受消費税 ）

△ 2,542,545 　（うち、仮受消費税 ）

－15－
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支　　　出

予　　　　　        算　　　　　        額

地方公営企

業法第２４

当初予算額 補　正 予備費 流　用 条第３項の 小　　計

予算額 支出額 増減額 規定による

支　出　額

円 円 円 円 円 円

△ 2,173,000

第１項 営 業 費 用 △ 2,165,000

第２項　 営 業 雑 費 用

第３項 営 業 外 費 用 △ 8,362,000

第４項 特 別 損 失

第５項 予 備 費

△ 792,000

第１項 営 業 費 用 △ 516,000

第２項　 営 業 雑 費 用

第３項 営 業 外 費 用 △ 276,000

第４項 特 別 損 失 △ 32,000

第５項 予 備 費

△ 2,965,000支　出　合　計

区　　　分

第１款 上 水 道 事 業 費 用

第２款 簡易水道事業費用
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地方公営

地方公営企 企業法第

業法第２６ ２６条第

条第２項の 合　　計 決　算　額 ２項の規 不　用　額 備　　　　　考

規定による 定による

繰 越 額 繰 越 額

円 円 円 円 円 円

（うち、仮払消費税 ） 

（うち、仮払消費税 ） 

（うち、仮払消費税 ）

（うち、仮払消費税 ）

（うち、仮払消費税 ）

（うち、仮払消費税 ）

（うち、仮払消費税 ）

（うち、仮払消費税 ）

（うち、仮払消費税 ）

（うち、仮払消費税 ）

（うち、仮払消費税 ）
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（２）資本的収入及び支出

収　　　入

区          　　　分 地方公営企業法
当初予算額 補正予算額 第２６条の規定

による繰越額に
係る財源充当額

円 円 円 円
△ 47,431,000

△ 31,100,000

△ 7,600,000

△ 8,731,000

支　　　出

区    　　　分 地 方 公 営 企
補正予算額 流　　　用 小   計 業 法 第 ２ ６ 条 継続費逓次

増　減　額 の 規 定 に よ 繰　越　額
る 繰 越 額

円 円 円 円 円 円
△ 47,753,000

建設改良費 △ 47,753,000

企業債償還金

　 資本的収入額が資本的支出額に不足する額1,141,670,637円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額
減債積立金10,000,000円で補填した。

　

第３項

第４項

第５項

出 資 金

補 助 金

工 事 負 担 金

他 会 計 負 担 金

第２項

資 本 的 支 出

固 定 資 産 売 却 代 金

当初予算額

第１項

予　　　　　　　算　　　　　　　額

小      計

資 本 的 収 入

企 業 債

第１款

第６項

予　　　　　　　算　　　　　　　額

第１款

第１項

第２項
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予算額に比べ
継 続 費 逓 次 決　算　額 備　　　　　　　　　　考
繰越額に係る 合　　計 決算額の増減
財 源 充 当 額

円 円 円 円 円
△ 570,050,999 （うち、仮受消費税 ）

△ 454,300,000 （うち、仮受消費税 ）

△ 61,349,216 （うち、仮受消費税 ）

△ 523,729 （うち、仮受消費税 ）

（うち、仮受消費税 ）

△ 53,868,054 （うち、仮受消費税 ）

△ 10,000 （うち、仮受消費税 ）

翌 年 度 繰 越 額
決　算　額 不用額 備　　　　　考

地方公営企業
合　　計 法第２６条の 継続費逓 合　計

規 定 に よ る 次繰越額
繰 越 額

円 円 円 円 円 円 円
（うち、仮払消費税 ）

（うち、仮払消費税 ）

（うち、仮払消費税 ）

55,591,038円、過年度分損益勘定留保資金5,364,155円、当年度分損益勘定留保資金1,070,715,444円及び
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２　平成２８年度柏崎市水道事業損益計算書

（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで）

１ 円 円 円

（１）給 水 収 益

（２）簡 易 水 道 営 業 収 益

２

（１）原 水 及 び 浄 水 費

（２）配 水 及 び 給 水 費

（３）総 係 費

（４）簡 易 水 道 営 業 費 用

営 業 利 益 △ 301,739,705

３

（１）受 注 工 事 収 益

（２）そ の 他 営 業 雑 収 益

（３）簡易水道営 業雑収益

４

（１）受 注 工 事 費

（２）簡易水道営 業雑費用

営 業 総 利 益 △ 254,826,103

５

（１）受 取 利 息

（２）補 助 金

（３）長 期 前 受 金 戻 入

（４）雑 収 益

（５）簡易水道営 業外収益

６

（１）
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

（２）雑 支 出

（３）簡易水道営 業外費用

経 常 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 雑 収 益

営 業 雑 費 用
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　　　３　平成２８年度柏崎市水道事業剰余金計算書
　　　　　（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで）

資　 　本　　 剰　　余　　金

補 助 金
受 贈 財 産
評 価 額

資 本 剰 余
金 合 計

議会の議決による処分額

減債積立金の積立て

建設改良積立金の積立て

出資金の受入れ

減債積立金の使用

建設改良積立金の使用

当年度純利益

　　　４　平成２８年度柏崎市水道事業剰余金処分計算書　(案）

（単位：円）

当年度末残高

議会の議決による処分額 △ 270,000,000

減債積立金の積立て △ 10,000,000

建設改良積立金の積立て △ 250,000,000

自己資本金への組入れ △ 10,000,000

（繰越利益剰余金）

資 本 金

　剰　　　余　　　金

資本金
未処分利
益剰余金

処　分　後　残　高

前年度末残高

前年度処分額

資本剰余金

当年度変動額

処　分　後　残　高

当　年　度　末　残　高

－22－



-23-

減債積立金
建設改良
積 立 金

未 処 分
利益剰余金

利益剰余金
合  計

△ 170,000,000

△ 170,000,000

△ 10,000,000

△ 160,000,000

△ 10,000,000

△ 10,000,000

（単位：円）

資 本 合 計利　　益　　剰　　余　　金

　剰　　　余　　　金
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１ 円 円 円 円

（１）有 形 固 定 資 産

ア 原水及び浄水設備

減 価 償 却 累 計 額 △ 11,232,493,436

イ 配水及び給水設備

減 価 償 却 累 計 額 △ 18,763,750,392

ウ 業 務 設 備

減 価 償 却 累 計 額 △ 326,015,827

エ 簡 易 水 道 設 備

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,505,117,440

オ 建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

（２）無 形 固 定 資 産

ア 電 話 加 入 権

イ 地 上 権

ウ その他無形固定資産

エ
簡 易 水 道 無
形 固 定 資 産

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

２

（１）現 金 及 び 預 金

（２）未 収 金

ア 営 業 未 収 金

イ 営 業 雑 未 収 金

ウ 営 業 外 未 収 金

エ そ の 他 未 収 金

未収金貸倒引当金 △ 1,263,000

（３）貯 蔵 品

ア 量 水 器

（４）前 払 金

（５）そ の 他 流 動 資 産

ア 保 管 有 価 証 券

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

固 定 資 産

流 動 資 産

５　平成２８年度柏崎市水道事業貸借対照表

（平成２９年３月３１日）

資　　　産　　　の　　　部
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３ 円 円 円

（１）企 業 債

ア
建設改良費等の財源に
充 てる ため の企 業債

（２）引 当 金

ア 退 職 給 付 引 当 金

イ 修 繕 引 当 金

固 定 負 債 合 計

４

（１）企 業 債

ア
建設改良費等の財源に
充 てる ため の企 業債

（２）未 払 金

ア 未払消費税及び地方消費税

イ 貯 蔵 品 未 払 金

ウ そ の 他 未 払 金

（３）前 受 金

（４）預 り 金

ア 預 り 保 証 金

イ そ の 他 預 り 金

（５）引 当 金

ア 賞 与 引 当 金

（６）そ の 他 流 動 負 債

ア 預 り 有 価 証 券

流 動 負 債 合 計

５

（１）長 期 前 受 金

（２）収 益 化 累 計 額 △ 12,751,881,846

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

６

７

（１）資 本 剰 余 金

ア 補 助 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金 合 計

（２）利 益 剰 余 金

ア 建 設 改 良 積 立 金

イ 当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 金

剰 余 金

負　　　債　　　の　　　部

資　　　本　　　の　　　部

固 定 負 債

流 動 負 債

繰 延 収 益
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第３　柏崎市水道事業決算参考書
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１　平成２８年度柏崎市水道事業キャッシュ・フロー計算書

（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで）
円

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

固定資産除却費
△ 43,977,118
△ 603,985,460

△ 47,945

前払費用の増減額（△は増加） △ 140,300,000
△ 290,605,771

△ 4,795,839
預り金の増減額（△は減尐） △ 896,186
前受金の増減額（△は減尐） △ 2,392,200

△ 284,409,566

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー
△ 1,046,238,983

△ 715,074,850

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

△ 1,234,202,121

△ 370,224,121

資金に係る換算差額
資金増加額（又は減尐額） △ 207,029,221
資金期首残高
資金期末残高

支払利息
有形固定資産売却損益（△は益）

当期純利益
減価償却費
減損損失

引当金の増減額（△は減尐）
長期前受金戻入額
受取利息及び受取配当金

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減尐）
たな卸資産の増減額（△は増加）

小計

業務活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

利息及び配当金の受取額
利息の支払額

有形固定資産の売却による収入
無形固定資産の取得による支出

有価証券の売却による収入
国庫補助金等による収入

無形固定資産の売却による収入
有価証券の取得による支出

貸付金の返還による収入
投資活動によるキャッシュ・フロー

一時借入金の返済による支出
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

一時借入れによる収入

その他の他会計借入金の返済による支出
他会計からの出資による収入
財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出
その他の企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための他会計借入金の返済による支出
その他の他会計借入金による収入

その他の企業債の償還による支出
建設改良費等の財源に充てるための他会計借入金による収入
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款 項 目 節 金　　　額 備　考
上 水 道 円
事 業 収 益

営 業 収 益

給 水 収 益

給 水 収 益

営 業 雑 収 益

受 注 工 事
収 益

受注工事収益

そ の 他
営 業 雑 収 益

材料売却収益

加 入 金

他会計負担金

雑 収 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

預 金 利 息

有価証券利息

補 助 金

他会計補助金

その他補助金

長 期 前 受 金
戻 入 国 県 補 助

金 戻 入
受 贈 財 産
評 価 額 戻 入
寄 附 金
戻 入
工 事 負 担
金 戻 入
そ の 他 長 期
前 受 金 戻 入

雑 収 益

不用品売却益

その他雑収益

特 別 利 益

固 定 資 産
売 却 益 固 定 資 産

売 却 益

２　収　益　費　用　明　細　書
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款 項 目 節 金　　　額 備　考
円

過 年 度 損 益
修 正 益 過 年 度 損 益

修 正 益

そ の 他
特 別 利 益 そ の 他

特 別 利 益
簡 易 水 道
事 業 収 益

営 業 収 益

給 水 収 益

給 水 収 益

営 業 雑 収 益

受 注 工 事
収 益

受注工事収益

そ の 他
営 業 雑 収 益

加 入 金

他会計負担金

雑 収 益

営 業 外 収 益

補 助 金

他会計補助金

長 期 前 受 金
戻 入 国 県 補 助

金 戻 入
受 贈 財 産
評 価 額 戻 入
工 事 負 担
金 戻 入
そ の 他 長 期
前 受 金 戻 入

雑 収 益

その他雑収益

特 別 利 益

過 年 度 損 益
修 正 益 過 年 度 損 益

修 正 益

合　　　　　　　　　　計
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款 項 目 節 金　　　額 備　　　考
上 水 道 円 円
事 業 費 用

営 業 費 用

原 水 及 び
浄 水 費

給 料
予算額

手 当 等
予算額

賞 与 引 当
金 繰 入 額

予算額

賃 金

法定福利費
予算額

厚生福利費

備 消 品 費

修 繕 費

電 力 料

燃 料 費

光 熱 水 費

印刷製本費

通信運搬費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

保 険 料

補 償 金

薬 品 費

固 定 資 産
除 却 費

減価償却費

配 水 及 び
給 水 費

給 料
予算額

手 当 等
予算額

賞 与 引 当
金 繰 入 額

予算額
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款 項 目 節 金　　　額 備　　　考
円 　　　　　　　　円

賃 金

法定福利費
予算額

厚生福利費

備 消 品 費

修 繕 費

電 力 料

燃 料 費

光 熱 水 費

印刷製本費

通信運搬費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

保 険 料

補 償 金

薬 品 費

公 課 費

固 定 資 産
除 却 費

減価償却費

貸 倒 引 当
金 繰 入 額

総 係 費

給 料
予算額

手 当 等
予算額

賞 与 引 当
金 繰 入 額

予算額

法定福利費
予算額

厚生福利費

退職給付費
予算額

旅 費
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金　　　額 備　　　考
円 　　　　　　　円

備 消 品 費

修 繕 費

燃 料 費

光 熱 水 費

印刷製本費

通信運搬費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

保 険 料

補 償 金

負 担 金

交 際 費
予算額

食 糧 費

研 修 費

需要開発費

雑 費

固 定 資 産
除 却 費

減価償却費

報 償 費

営業雑費用

受注工事費

給 料
予算額

手 当 等
予算額

賞 与 引 当
金 繰 入 額

予算額

法定福利費
予算額

厚生福利費

備 消 品 費

款 項 目 節
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金　　　額 備　　　考
円 　　　　　円

燃 料 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

賃 借 料

保 険 料

請 負 工 事 費

材 料 費
そ の 他 営 業
雑 費

材料売却原価

営 業 外 費 用

企 業 債 利 息
一 時 借 入 金
利 息

雑 支 出

その他雑支出

特 別 損 失
固 定 資 産
売 却 損

固 定 資 産
売 却 損

過 年 度 損 益
修 正 損

過 年 度 損 益
修 正 損

予 備 費

予 備 費

節

支払利息及び
企 業 債 取 扱
諸 費

款 項 目
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款 項 目 節 金　　　額 備　　　考
簡 易 水 道 円 円
事 業 費 用

営 業 費 用

給 水 管 理 費

給 料
予算額

手 当 等
予算額

賞 与 引 当
金 繰 入 額

予算額

賃 金

法定福利費
予算額

厚生福利費

旅 費

備 消 品 費

修 繕 費

電 力 料

燃 料 費

光 熱 水 費

通信運搬費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

保 険 料

負 担 金

薬 品 費

固 定 資 産
除 却 費

減価償却費

貸 倒 引 当
金 繰 入 額

営業雑費用

受 注 工 費 費

請負工事費
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金　　　額 備　　　考
円

営業外費用

企業債利息

雑 支 出

そ の 他
雑 支 出

特 別 損 失

過 年 度 損 益
修 正 損

過年度損益
修 正 損

予 備 費

予 備 費

合　　　　　　　　　　計

節

支払利息及び
企 業 債 取 扱
諸 費

款 項 目

－37－



-38-

款 項 目 金      額 備　          考
資 本 的 円 円
収 入 (うち、仮受消費税  2,414,240)

企 業 債

企 業 債

工事負担金 (うち、仮受消費税  2,414,240)

工 事 負 担 金 (うち、仮受消費税  2,414,240)

他 会 計
負 担 金

他 会 計
負 担 金

出 資 金

一 般 会 計
出 資 金

補 助 金

国 庫 補 助 金

他 会 計
補 助 金

固 定 資 産
売 却 代 金

固 定 資 産
売 却 代 金

３　資  本  的  収  支　明　細　書
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款 項 目 金      額
資 本 的 円
支 出 (うち､仮払消費税

建 設
改 良 費 (うち､仮払消費税

拡 張 費 (うち､仮払消費税

配 水 管
負担工事 (うち､仮払消費税

給 水 管
工 事 (うち､仮払消費税

改 良 費 (うち､仮払消費税

固 定 資 産
購 入 費 (うち､仮払消費税

事 務 費 (うち､仮払消費税

給 料

手 当 等 (うち､仮払消費税

賞与引当
金繰入額

賃 金

法 定
福 利 費

厚 生
福 利 費 (うち､仮払消費税

退 職
給 付 費

旅 費 (うち､仮払消費税

備消品費 (うち､仮払消費税

燃 料 費 (うち､仮払消費税

印 刷
製 本 費

委 託 料 (うち､仮払消費税

手 数 料 (うち､仮払消費税

賃 借 料 (うち､仮払消費税

保 険 料

負 担 金 (うち､仮払消費税

公 課 費

企 業 債
償 還 金

企 業 債
償 還 金

備　          考
円

－39－



-40-

年度当初の 当　年　度 当　年　度 年　度　末

現　在　高 増　加　額 減　尐　額 現　在　高

円 円 円 円

（１）土 地

（２）建 物

（３）構 築 物

（４）機 械 装 置

（５）導 送 水 管

（６）車 両 運 搬 具

（７）工具器具及び備品

（１）土 地

（２）建 物

（３）構 築 物

（４）機 械 装 置

（５）配 給 水 管

（６）量 水 器

（７）車 両 運 搬 具

（８）工具器具及び備品

（１）建 物

（２）構 築 物

（３）機 械 装 置

（４）車 両 運 搬 具

（５）工具器具及び備品

（１）土 地

（２）建 物

（３）構 築 物

（４）機 械 装 置

（５）導 送 水 管

（６）配 給 水 管

（７）量 水 器

（８）車 両 運 搬 具

（９）工具器具及び備品

計

４　有  形  固  定  資  産  明  細  書

建 設 仮 勘 定

原 水 及 び 浄 水 設 備

配 水 及 び 給 水 設 備

業 務 設 備

簡 易 水 道 設 備

資　産　の　種　類
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年度末償却

当年度増加額 当年度減尐額 累　計 未　済　高

円 円 円 円

備　　考
減　価　償　却　累　計　額
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年 度 当 初 当 年 度 当 年 度 当 年 度 年 度 末
現 在 高 増 加 額 減 尐 額 減価償却高 現 在 高

円 円 円 円 円
上 水 道 電話加入権

地 上 権

簡 易 水 道 電話加入権

５　無 形 固 定 資 産 明 細 書

資産の種類 備  考

計

その他無形
固 定 資 産
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当年度償還高 償還高累計
地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財政融資資金

地方公共団体金融機構

財政融資資金

地方公共団体金融機構

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

地方公共団体金融機構

財政融資資金

地方公共団体金融機構

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財政融資資金

財政融資資金

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財政融資資金

地方公共団体金融機構

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財政融資資金

地方公共団体金融機構

利率
(％)

償還終期 備考発行年月日 発行総額
償還高

未償還残高
発行
価格

（単位：円）

６　企　業　債　明　細　書

種類
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当年度償還高 償還高累計
利率
(％)

償還終期 備考発行年月日 発行総額
償還高

未償還残高
発行
価格

種類

地方公共団体金融機構

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

地方公共団体金融機構

財政融資資金

地方公共団体金融機構

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

地方公共団体金融機構

財政融資資金

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財政融資資金

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

地方公共団体金融機構

財政融資資金

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財政融資資金

財政融資資金

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

地方公共団体金融機構

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金
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当年度償還高 償還高累計
利率
(％)

償還終期 備考発行年月日 発行総額
償還高

未償還残高
発行
価格

種類

地方公共団体金融機構

財政融資資金

市中銀行以外の金融機関

市中銀行

市中銀行以外の金融機関

財政融資資金

地方公共団体金融機構

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

地方公共団体金融機構

財政融資資金

地方公共団体金融機構

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

地方公共団体金融機構

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

地方公共団体金融機構

財政融資資金

地方公共団体金融機構

市中銀行以外の金融機関

市中銀行以外の金融機関

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

市中銀行

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

市中銀行以外の金融機関

市中銀行

市中銀行

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金 長期債借換日 前借

財政融資資金

合　計

－45－



-46-

注 記 
 
１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 
⑴ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

たな卸資産のうち、短期間で消耗する貯蔵品については、低価法によらず移動平均法によ

る。 
⑵  固定資産の減価償却の方法 
ア 定額法 
イ 主な耐用年数 

地方公営企業法施行規則別表第２号（第１４条及び第１５条関係）による。 
⑶  引当金の計上方法 
ア 賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づ

き、当年度の負担に属する額を計上している。 
イ 退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末水道事業会計に配賦されている職員の退

職手当の要支給額に相当する金額を計上している。 
ウ 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、回収不能見込額を計上している。 
⑷  その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 
ア 消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっている。 
 

２ 貸借対照表に関する注記 
⑴  後年度に一般会計等が負担する企業債の償還に関する事項 

貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定

のものも含む。）のうち一般会計が負担すると見込まれる金額は、９１６，５２０，６３６

円である。 
⑵  引当金の取崩額に関する事項 
ア 退職給付引当金の取崩し 

平成２８年度において、退職手当として２０，８０４，１１８円を支給することとなっ

たため、退職給付引当金２０，８０４，１１８円を取り崩した。 
イ 賞与引当金の取崩し 

平成２８年度において、期末手当及び勤勉手当として５７，６７１，８７０円を支給す

ることとなったため、賞与引当金２０，９６４，０００円を取り崩した。 
ウ 修繕引当金の取崩し 

平成２８年度において、修繕に係る支出として、修繕引当金２４，６３０，０００円を

取り崩した。 
 
 

 
３ リース契約による使用する固定資産に関する注記 
⑴  リース取引の処理方法に関する事項 

リース料総額が３，０００千円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。 
⑵  リース会計に係る特例措置に関する事項 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理を行っている。 
⑶  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

１年内   ８，５１２，２１２円 
１年超 １２，８１７，０６１円 
計    ２１，３２９，８１３円 

 
４ その他の注記 
⑴  修繕引当金に関する経過措置 

平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取

り崩すこととする。 
⑵  みなし償却制度の廃止に伴う経過措置 

平成２６年３月３１日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に

資本剰余金として整理している額については、平成２６年３月３１日以前に取得又は改良し

た資産で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別的に把握できる資産を除い

た全ての資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産は除く。）

を対象とした按
あん

分等の方法を用いて合理的に整理している。 
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３ リース契約による使用する固定資産に関する注記 
⑴  リース取引の処理方法に関する事項 

リース料総額が３，０００千円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。 
⑵  リース会計に係る特例措置に関する事項 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理を行っている。 
⑶  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

１年内   ８，５１２，２１２円 
１年超 １２，８１７，０６１円 
計    ２１，３２９，８１３円 

 
４ その他の注記 
⑴  修繕引当金に関する経過措置 

平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取

り崩すこととする。 
⑵  みなし償却制度の廃止に伴う経過措置 

平成２６年３月３１日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に

資本剰余金として整理している額については、平成２６年３月３１日以前に取得又は改良し

た資産で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別的に把握できる資産を除い

た全ての資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産は除く。）

を対象とした按
あん

分等の方法を用いて合理的に整理している。 
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